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SDGs＊は、国際社会が2030年までに達成を目指す目標
で、2015年９月、国連において全会一致で採択された。
企業社会でもSDGsに対する認知は広まりつつあるが、
理解・実践度合いには温度差もある。企業がSDGsに取
り組む意義や目指すべき姿について、遠藤信博委員長
が語った。
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人間社会に必要な価値を届ける
企業の本質からSDGsを考える

本研究会が設置された2017年ごろは
多くの企業にとって、SDGsと企業の
関係性や、CSR活動との違いが不明確
だったと思います。また、もともと「三
方良し」という固有の思想に立脚した
経営をしてきた日本企業にとって、SDGs
は意味があるのかという声もありまし
た。そこで、本研究会は、SDGsが求め
る人間社会の持続可能性に企業活動が
どう貢献できるのかを探ることを目標
に活動を開始しました。

私自身も委員長を務める中で、SDGs
とは何かということをあらためて考え
ました。そもそも企業は、ビジネスを
通じて人間社会に継続的に価値を提供
し続ける組織といえます。その価値と
は人間社会が持続的に発展するために
必要なもの、つまり人間社会の持続可
能性への貢献です。ですから、SDGsと
いう形で表現されていても、長く続い
てきた企業の存在意義や活動を再認識
するようなものであり、まったく新し
い要求をされているわけではないとい
うのが私の最初の感覚であり、理解で

した。
ただ、SDGsには、日本企業の伝統的

な文化にはない要素もあります。それ
は、ターゲットを明確にして、そこに
近づくためのプロセスや、進

しんちょく

捗段階を
明示することを求めている点です。こ
れがあることで、企業のSDGsへの対
応を客観的に評価できるようになりま
す。日本には能力を表に出さないこと
を美徳とする文化がありますが、SDGs
では持続可能性という観点での企業の
貢献を評価する指標を可視化すること
を重視するのです。

一人ひとりの行動、組織文化に
持続可能性への貢献を落とし込む

SDGsを活用することで、企業は持続
可能な社会実現への貢献と、自社の競
争力強化・持続的な成長とを同時並行
的に追求することができるようになり
ます。また、事業の幅を広げ、新たに
イノベーションや組織変革を起こす契
機としても活用できるでしょう。つま
り、企業がSDGsに向き合うことは、自
らの事業を発展させ、新たな事業機会
を開拓することにつながるのです。 た
だ、そのためには、SDGsを企業の組織

文化にまで落とし込む必要があります。
そのプロセスとして、主に三つのス

テップがあります。一つ目は、トップ
マネジメントが、SDGsが企業の持続性
の文化構築そのものにかかわること、
企業による価値の提供が人間社会の持
続可能性を支えることを理解し、その
切り口から自社の存在意義を全社員に
伝えることが大切です。特に企業では
個々の事業・現場を統括するマネジメ
ント、次代の経営を担うミドルマネジ
メント層がトップと理解を共有し、同
じトーンで語れるようにすることが非
常に重要になります。

二つ目のステップでは、組織全体で
持続可能性の向上にコミットするため
に、どの事業領域・現場において、何
をいつまでに達成するのかといった検
証可能な目標・数値を設定します。最
後のステップでは個々人の仕事にまで
持続可能性への貢献を浸透させ、その
挑戦を評価する仕組みや仕掛けを作り
ます。そして、どのような価値を生み
出すことで人間社会の持続可能性に貢
献できるか、その価値を高めるにはど
うしたらよいかを個々人が自分事とし
て考え、行動するようになれば、組織
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リーダーたる経営者の
役割が全ての起点

あるいは企業文化になったといえます。
思考のみではなく行動が起きて、初め
て文化になるのです。
 
SDGsを強く意識することが
会社の持続可能性を高める

研究会では、メンバー所属企業を含
め、企業によるSDGsの推進事例が紹
介されました。全社的な取り組みが進
む企業では、トップの指示がなくても
ミドルマネジメントから現場の社員ま
でが自ら提案活動をしている。すなわ
ち、SDGsが文化として定着している企
業もありました。

これからの時代を展望すると、SDGs
が示すビジョンや社会課題は、企業に
よる価値創造の源となり得ます。企業
の経営者には、SDGsを強く意識する
ことが企業の持続可能性の向上につな
がるとぜひ認識していただき、そして、
それを全社員にも理解させ、自ら考え
て行動できる企業を目指すことが重要
です。それが実現できるかどうかは、
やはりトップマネジメントのリーダー
シップにかかっていると思います。

＊SDGs：Sustainable Development Goals

提言概要（７月31日発表）

企業と人間社会の持続的成長のためのSDGs
～価値創造に向けて、一人ひとりが自ら考え、取り組む組織へ～

提言のポイント

SDGsについて、日本企業の間でも認知が
広がりつつあるが、CSRやESGとの違いが
整理されていなかったり、国連や政府から課
された義務という捉え方があったりと、理解
や受け止めには温度差もある。本会では、１
年半にわたる有識者や先進企業からのヒアリ

ングと議論を基に、｢企業はなぜSDGsに取り
組むべきか｣｢企業が組織・経営にSDGsを取
り込むとはどういうことか」について、共通
の理解をまとめた。企業経営者自身による議
論を通じて抽出された見解を、多様な取り組
み事例とともに整理し、提言として発表した。

●�企業とは、社会の問題を解決し、社会で必
要とされる価値を継続的に生み出しながら、
自らも発展していく存在であり、人間社会
の持続可能性を支えるプラットフォームと
して重要な役割を担っている。
●�SDGsの17の目標は、人間の本質的な欲求
と深く結び付いている。こうした欲求に応
える価値（製品、サービス、ビジネスモデル）
を提供することは、企業の本業、ビジネス
そのものである。企業はSDGsを道標とし

て捉え、活用することで、本業を通じた経
済的な価値の創出と社会課題の解決を同時
に追求することができる。

●�SDGsが企業に要請していることは、「三方
良し」など、日本企業が継承してきたものと、
本質的には変わらない。SDGsによって、持
続可能性という観点、具体的な方向性とター
ゲットが示されるため、その実現に向けた
企業の活動が可視化され、透明性の高い形
で社会と共有される点に新たな意味がある。

●�個々の企業が、一律に17の目標全てに対応
すべきと考える必要はない。企業はそれぞ
れ、独自の存在意義（Purpose）を掲げて
事業を行っている。それを起点に、自社が
どのような分野で、どのゴールに向けて価

値を生み、貢献していくのかを考え、SDGs
に沿って読み替えることが必要である。
●�SDGsという国際社会の共通言語を参照す
ることで、自社の存在意義が社会の持続可能
性とどう結び付いているかを可視化できる。

●�企業がSDGsにかかわる取り組みを、息長
く、持続的に展開していくためには、SDGs
が企業の組織文化、事業プロセスにまで落
とし込まれることが必須である。そのため、
企業の価値創造（事業）を担う社員一人ひと
りの意識に、自社の存在意義と持続可能性
とのかかわりへの理解、共感を浸透させる。

●�社員それぞれが、自分の仕事や生活が、自
社の存在意義、ひいては社会の持続可能性
とどう結び付いているかを腹に落とし、自
発的に取り組む意識を持つ姿を目指す。
●�「上から」の理念浸透に加えて、社員の挑戦
や行動を促し、応援し、評価する仕組みを
構築することも必要である。

●�経営者自身がSDGsを深く理解し、自らが
伝道師となって語り、伝えることが不可
欠。特に重要なのは、価値創造の現場を統
括し、次代を担うミドルマネジメント層へ
の理解浸透である。

●�SDGsに関する理解を、企業戦略・事業計
画・具体的な目標にまで落とし込むことも
重要。KGI/KPIという数値で目標を示し、
検証を重ね、挑戦を続け、社会にその様を
示すことが重要である。

●�個々の企業の取り組みが進めば、消費者や
株主など、幅広いステークホルダーへの波
及、市場の変化にもつながる。IRの際にも、
SDGsを用いて自社が生み出す経済的価値
と社会的価値を開示し、ステークホルダー
との対話につなげる必要がある。
●�SDGsという壮大な目標の達成を目指す中

で、問題意識や目標を共有するプレーヤー
とのパートナーシップ、相互補完関係、連
携が生まれる。企業経営者は、自社の取り
組みを起点に、コラボレー
ションを通じたより幅の広い
インパクトを目指すべきであ
る。

１．SDGsの要請に応えることは、企業の本質的な役割・ビジネスそのもの

２．それぞれの企業の存在意義(Purpose)が起点となるべき

３．目指すべき姿は、価値創造を支える個人の活性化、SDGsの「自分事化」

４．経営者自身の理解と発信が重要

５．自社の取り組みからより広いインパクトへ


